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研究成果の概要（和文）：電子民主主義は、情報通信技術を使用することによって，時間と空間・

他の物理的な条件による制約なしに，デモクラシーを実践しようとする試みの総体である。わ

れわれは、民主的な集合的判断形成過程を対象に、規範理論・支援システム・実証実践の３つ

の研究を行った。主な成果は次の通りである：混合動機問題の必要十分条件の証明とその発生

確率の計算、選択肢の変更を可能とする集合的判断形成支援システムのプロトタイプの開発、

複数の市民会議における公私混合を意識することの有効性の検証。 

 
研究成果の概要（英文）：E-democracy is the use of information and communication technology 
in all kinds of media for purposes of enhancing political democracy or the participation 
of citizens in democratic communication. We have three approaches, namely normative 
theory, supporting system and consensus building in practice, to the collective judgment 
formations in democratic decision processes. Main results are followings: proof of a 
necessary and sufficient condition of the mixed-motivation problem and calculation of 
its occurrence probability, development of a prototype of supporting system for changing 
an alternative in collective decision processes, and verification of validity of being 
conscious of a public-private motivation mix for a consensus-building in practice. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）電子民主主義を探求する社会的背景

には、次の３点がある。 

①第１は「インターネットの普及」である。

すなわち、1997 年頃に、インターネットが社

会的な普及曲線に乗った。2000 年に、ブロー

ドバンド時代が幕開けした。そして、2007 年

末予測では、インターネット利用者の約 67％

がブロードバンドを利用した（平成 15 年版

『情報通信白書』より）。 

②第２は「電子政府の整備」である。すな

わち、2003 年 8 月の e-Japan 戦略 II におい

て、政治・行政への国民参加が新たに加わっ

た。 

③第３は「制度上の変化」である。すなわ

ち、行政手続法が 1993 年に成立し、地方分

権一括法が 1999 年に成立し、そして情報公

開法が 1999 年に成立し 2001 年に施行された。

さらに、統治文化の変化や「公」概念の再構

築もあげることができる。 

（２）電子民主主義を探求する学問的背景

には、次の３点がある。 

①電子民主主義は、社会情報学が電子資本

主義のつぎに取り組まなければならない重

要なテーマであった。 

②IEEE と国際政治学会で大きな特集が組

まれ、国内外での出版が相次いだ。これらの

文献は基礎とするディシプリンや吟味の視

点などの違いを背景に固有な特徴をもって

いる。しかし、電子民主主義の研究をどのよ

うに進めるべきかという枠組みを構想しつ

つ、過去のいくつかの具体的な研究成果をそ

のもとに位置づけながら、今後の問うべき問

いを提示し、それらを共有していこうとする

という点で共通している。 

③多様な電子民主主義の実践の整理、体系

化、理論化が進んでいる（たとえば、OECD レ

ポート 2001、2004）。 

（３）群馬大学 e デモクラシー研究会は、

上述の社会的背景を踏まえ、かつ、上述の学

問的流れに沿って、これまで試みられていな

かった意思決定科学の立場から、特に集合的

意思決定過程論の立場から、規範的な社会理

論としての集合的意思決定論が電子民主主

義という実践においていかなる関連性をも

つことができるのか、さらにこの実践のなか

で生じ得る諸問題の解決にいかに資するこ

とができるのかを、制度設計と ICT 利用の観

点から研究してきていた。 

この研究における重要な鍵は、「決定と討

議と情報」にかかわる ICT を活用した民主的

技術を、民主的意思決定の規範理論に準拠し

つつ、異なる政治文化における現実の民主主

義を踏まえて開発することであった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、この主張を具体的に展開

することにある。すなわち、「決定を最終的
な目的」として捉え、「決定のための討議」、
「討議のための情報」という形で 3要素を論
理的に関連づけながら、「決定と討議と情報」
にかかわる ICT を活用した支援システムを、
民主的意思決定の規範理論に準拠しつつ、異
なる政治文化の実証的実践的な裏付けのも
とに開発し、実験的に評価し、それらを総合
して電子民主主義の集合的判断形成モデル
を構築することにある。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成すべく、次の３つの方法を

採用する。 

①第１は「規範理論研究」である。集合的

判断形成の数理モデルを構築し、その可能性

や不可能性を数学的に証明する。ここでは、

集合的判断形成論で注目されている推論的

ジレンマと混合動機問題を取り上げ、これら

が発生するメカニズム・条件・確率やこれら

の関連性を解明する。 

②第２は「支援システム研究」である。集

合的判断を形成していくプロセスモデルに

沿って、そこでの意思決定過程を支援する情

報システムを検討する。ここでは、ブログや

SNS を用いた討議の実験を行う。また、電子

民主主義の観点から、SNS 内における問題解

決あるいは選択肢の選択の過程を支援する

意思決定支援システムの開発可能性を検討

する。 

③第３は「実証実践研究」である。規範理

論研究における基本概念や前提・帰結などの

現実的な妥当性や、支援システム研究への示

唆をえるべくどのタイミングでどのような

支援が必要とされるかについて、いわゆる実

際の市民会議をコーディネートしながら検

討する。ここでは、伊勢崎 21 市民会議、前

橋市美術館構想ワークショップの市民参加

型会議、群馬県で年 5回開催されたプラット

フォーム意見交換会、赤城山振興ワークショ

ップで実践する。 
 
４．研究成果 
（１）規範理論研究 
①「推論的ジレンマ」を回避できる“前提

ベース投票”と“結論ベース投票”を理論的
かつ多角的に比較検討し、前者の方が後者よ
りも望ましいことを明らかにした。 



 

 

「推論的ジレンマ」とは、次の現象である。

いま、3人の陪審員が契約違反の告発のもと

で被告人が責を負うべきかどうか決めなけ

ればならないとする。法原理は次のことを要

求する。法廷が「被告人は責を負うべきであ

る」（命題 R）と裁定するための必要十分条件

は、法廷が、「被告人がなんらかの行為 Xを

行った（命題 P）」ということを認定し、かつ、

「被告人は行為 Xをしてはならないという契

約上の義務を負っていた（命題 Q）」というこ

とを認定することである。こうして法原理は、

連結ルール R⇔(P∧Q) を規定する。ここで、

3人の陪審員は次の判断であったとする。す

べての陪審員は連結ルールを受け入れる。陪

審員 1は Pと Qを受け入れ、その含意として

Rも受け入れる。陪審員 2と 3は Pか Qのど

ちらか一方しか受け入れず、その含意として

Rを拒否する。 

もしも法廷がそれぞれの命題に対して多

数決投票を適用すれば、法廷は次のようなパ

ラドキシカルな結果に直面する。多数の陪審

員は Pを受け入れ、多数の陪審員は Qを受け

入れ、多数の陪審員は R⇔(P∧Q)を受け入れ

る。けれども、多数の陪審員は Rを拒否する。 
②Wolff の「混合動機問題」について、投

票行動に関する仮定を広く分類して定式化
することにより、混合動機問題が推論的ジレ
ンマとして書き換え可能であることを立証
した。 

「混合動機問題」とは、次の問題である。

いま、投票者は投票にあたって 2つの動機を

持ちえるとしょう。一つは、投票者は自らの

利益または個人的な選好を表明するという

ものである（ベンサム的投票者）。もう一つ

は、投票者は共有財がどこにあるかについて

の意見を表明するというものである（ルソー

的投票者）」。この時、もし投票者の一部がベ

ンサム的投票者として選択肢 Aに投票し、か

つ、投票者の他の一部がルソー的投票者とし

て選択肢 Aに投票するならば、ベンサム的投

票者が少数で、かつ、ルソー的投票者が少数

であっても、選択肢 Aは多数票を獲得するこ

とができる。 
③私益を公益より重視する投票者の割合

をあらわす“公私指数”を新たに導入し、「混
合動機問題」が発生する必要十分条件を証明
した。その発生確率を計算し、分布の性質を
解明した。発生確率は 38.6％である。 

（２）支援システム研究 
①インターネット上で討論を行う方法と

して、sbblog ブログを用いた実験を行った。
テーマに対して約 50 人の学生が意見を言い
合ったときの投稿情況（回数や内容）を分析
し、討議やコミュニケーションの傾向を調べ

た。さらに、参加者数が 20 人から 70 人まで
で、期間や進め方で異なる方式で行った。こ
の場合の参加者の行動分析、および分析手法
について調査した。実験では参加者人数が多
い場合、投稿状況が悪くなる傾向が見られる
ことがわかった。ただし、これが一般的な傾
向か、参加者や運営方法の問題かはさらなる
実験と検証が必要である。 
②OpenPNE を用いて学部内 SNS を構築し、

その中にブログや moodle などを組み込み、
講義における討論や状況報告等に用いるこ
とで活用方法等を検討した。これらのコミュ
ニケーション手段がどの程度の有効性があ
るかについて検証を行うために、さまざまな
面からの活用、支援ツールの作成を行い、実
際に使用をして調査を行っている。 
また、投票・アンケート調査等を SNS で行

うために、匿名性を保持し、かつ不正行為を
されないための仕組みをもつ投票・アンケー
ト調査モデルを検討した。そのプロトタイプ
の作成までを行った。 
③意思決定手続きの中で選択肢の変更が

可能な集合的意思決定支援システムのプロ

トタイプを作成した。SNS と連動可能である。

このシステム設計を数理的に記述し、設計方

法を理論的に整理した。プロトタイプは、意

思決定の討論プロセスで匿名性保証を用い

る GDSS の一例であり、既存システムの運用

を前項目の学部内 SNSと連動させたものであ

る。 

④討論の収斂プロセスで匿名性保証を用

いる GDSS の展開可能性を検討した。特に電

子民主主義研究の一技法と位置づけて問題

検討を行い、参加者の相互作用を支援する観

点から 2つの拡張技法を提案した。１つは複

数の参加者 ID を可とすることで相互作用す

る主体を擬似的に増加させる技法である。現

状の実装のまま運用の変更により対応でき

る。1つは議事進行を参加者が共同管理する

技法であり、討議の流れを事前に複数のステ

ップとして定め、その移行を参加者投票に基

づき決定する枠組みである。新たな実装を伴

うが、問題なく動作することを動作実験で確

認した。 

⑤社会的選択理論における匿名性概念の

位置づけを確認する過程で、抽象性概念につ

いても新たな知見を得て、発表に至った。こ

れはシステム実装に平行して生じた副産物

であるが、社会的選択理論における匿名性概

念（氏名隠蔽とは無関連の無差別の概念）を

確認する過程で、アマルティア・センの『集

合的選択と社会的厚生』の中で用いられた

「抽象的な母国」の表現に新たな解釈を加え

た。 

 



 

 

（３）実証実践研究 
①“前提ベース投票”の実践的妥当性の視

点から、地方自治体における行政と市民との
協働の可能性を検討し、協働によって行政と
市民とが相互理解を高め、政策実効力が高ま
ることを論証した。 

②市民ニーズが総論・各論の二層構造であ
ることを踏まえ、伊勢崎 21 市民会議などの
市民参加型会議をコーディネートした。 

③政策選択における動機の公私混合を解
消するためには、行政から市民へ政策をかみ
砕いて説明することが必要であるとの認識
のもとで、施策（公）と住民エゴ（私）の混
合問題の解消策を探究するため、群馬県で年
5回開催されたプラットフォーム意見交換会
をコーディネートした。その結果、参加者の
NPO が群馬県 NPO 提案協働提案パイロット事
業への提案を行うにいたった。 

④前橋市の赤城山観光振興という抽象的

な政策と、それに関わる住民にとって身近な

具体的な事業とを結びつけるべく、前橋市主

催の赤城山振興ワークショップ（WS）を平成

22 年度に 9回ファシリテートし、集合的判断

形成過程を実践的に研究した。事務局である

前橋市は討議の記録をする役割にとどめ、参

加者が自由に討議しあう形態をとった。住民

は行政の専門用語や事業内容そして行政特

有の事業の進め方について理解が深まり、行

政担当者も市民に対する不信感が払拭され

市民を協働の対象であると認識するにいた

った。当初 WS への参加者の意識は自分が経

営する旅館の経営状態に意識が向いていた

が、WS の回を重ねるにつれ地域全体への問題

にも意識が向くようになった。特筆すべきは

冬期に山頂までの山道で自動車がスタック

するため観光客数が伸び悩んでいることに

ついて対策を討議した際の事例である。討議

過程で住民は行政へ陳情する姿勢から、自ら

がすべり止め砂袋を作成し設置する姿勢へ

と変化した。政策の提案にとどまらず公共サ

ービス供給の主体ともなった。公私の混合問

題を意識して開催された WS が結実した好事

例といえる。 

⑤日本全国の地域 SNS の調査者および長

野・前橋での地域 SNSの企画運営者を招いて、

地域 SNSシンポジウムを一般公開で開催した。

「地域 SNS は一つの手段にすぎず、コミュニ

ティ醸成のためのツールとして必須不可欠

なものではないが、支援ツールとなりうる」

という共通認識を得た。 
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